






































自治体名 提訴時のｹ害賠償請求額 高裁 最　高　裁
神戸市① 約70億円無効 有効（約55億円の請求放棄確定）
神戸市② 約207億円有効 差し戻し（高裁）
神戸市③ 約3億円 有効 差し戻し（高裁）
神戸市④ 約81億円無効 差し戻し（地裁）※
大阪市大東市 約270万円 有効差し戻し（高裁）





































































































































































































































































































































































































































訴　訟 地裁判決 高裁判決 最高裁判決 差し戻し理由
1次訴訟 × × ×
2次訴訟 × × ○
3次訴訟 ○ ○ 差し戻し 審理が不十分
4次訴訟 ○ 一部× 差し戻し 審理が不十分
5次訴訟 ○ ○ 差し戻し 審理が不十分
（注）×印は市の敗訴
　大阪国税局の調査要点は「給与所得の判断」であるが、もし、これが給与所得とした場合、地方
自治法第204条および第204条の2の規定の適合する給料、給与等に該当することになるのか問われ
ることになる。
　大阪国税局は、これより以前の2005年1月から「ヤミ年金」の支給など、職員への過剰な福利厚
生が発覚した大阪市の税務調査を行っている。また、今後の方針として、京都市に対する税務調査を
示唆している。
　日本経済新聞（2005年8月27日朝刊）は、大阪市の「ヤミ年金」や「カラ残業」を調査している
一85一判例研究一「公金支出と首長の請求権放棄」の判断について
調査委員会が、2005年8月26日、新にヤミ年金約189億円があったとの報告書をまとめたことを明ら
かにしている。この結果、1999年以前の分を含め総額328億円に上っていることになる。また、日本経
済新聞（2005年8月20日朝刊）は、2004年までの4年間の超過勤務手当のうち約123百万円（計約
46，984時間）がカラ残業であったことを報じている。
　このような報道記事だけでなく、地方公共団体のムダ、ムリ、ムチャな行政が取りざたされてい
る。そのようなことからも「住民の地方公共団体に対する信頼性」の低下は、問題視されている。地
方公共団体に対する住民の関心は高く、一定の信頼性はある。また、多くの地方公務員は、信頼に足
る勤務を行っているが、ときとして、その信頼を裏切るようなことが起きている。神戸市の一連の訴
訟も、「信頼の裏返しによる提訴」と読むことができる。
第3章　大阪府大東市の損害賠償請求事件
1　事案の内容（概要）と提訴根拠
（1）はじめに
本件事案の内容（概要）は、以下のとおりである。
①提訴者（原告）は、大阪府大東市の住民である上告人である。
②訴因は、大東市が非常勤職員の退職の際に要綱に基づいて退職慰労金を支給していることは、
　大東市が、「給与条例主義」を定めた地方自治法第204条の2ほかの規定に違反し違法であるこ
　として、支出当時の市長に対する損害賠償請求並びに担当職員であった者3人（以下「市長等」
　と総称する。）に対する賠償命令をすることを求めるとともに、同項第1号に基づき、非常勤職
　員に対する退職慰労金としての公金の支出の差し止めを求めた住民訴訟である。
③訴訟の相手（被告人）は、2007年4月および同年8月に大東市が非常勤職員に対して支出し
　た当時の市長等である。
④根拠は、地方自治法第242条の2第1項第4号に基づく住民訴訟である。
⑤租額は、非常勤職員に対して支出した退職慰労金相当額およびその遅延損害金等である。
　　並びに非常勤職員に対する退職慰労金としての公金の支出の差し止めである。
　参考までに、法第204条の2（法定外の給与その他の給付の支給の禁止）の定めは「普通地方公共
団体は、いかなる給与その他の給付も法律又はこれに基づく条例に基づかずには、これをその議会
の議員、第203条の2第1項の職員及び前条第1項の職員に支給することができない。」とし、給与、
報酬等の支払は必ず、各普通地方公共団体は、条例を定めて、その範囲内で支給することを求めて
いる。
　なお、本件裁判における裁判長裁判官および他の裁判官3人は、「神戸市外郭団体派遣職員への人
件費違法支出損害賠償等請求上告受理申立事件」（2次訴訟）と同一の裁判官である。
（2）原審の確定した事実関係等の概要
原審の確定した事実関係等の概要は，次のとおりである。
①大東市の要綱と退職慰労金
会計論叢第8号 一86一
　　長期勤続または在職中の功績・功労に報いるため「大東市非常勤職員の報酬等に関する要綱」
　（以下「本件要綱」という。）において、退職した非常勤職員に退職慰労金を支給する旨および
　その額についての具体的な基準を定めていた。なお、大東市が1998年度から2006年度までの間
　に本件要綱に基づいて非常勤職員に対して支給した退職慰労金の総額は4，343万円（万円以下
　四捨五入、以下同様）であった（以下、大東市の本件要綱に基づく非常勤職員に対する退職慰
　労金を「本件退職慰労金」という。）。
②退職慰労金の支給
　　大東市は、2007年3月31日付けで退職する非常勤職員1名に対し，総務部長が支出負担行為
　を、人事課長が支出命令を、それぞれ専決によって行った上、同年4月2日付けで本件退職慰
　労金236万円を支給し、同年7月31日付けで退職する非常勤職員1名に対し、人事課長が支出負
　担行為および支出命令を、それぞれ専決によって行った上、同年8月1日付けで本件退職慰労
　金31万円を支給した。
③　提訴
　　上告人は，2007年10月23日、本件退職慰労金の支給は条例上の根拠を欠いているから地方自
　治法第204条の2ほかの規定に違反するなどと主張して、既に支出された本件退職慰労金相当
　額の返還等を求める住民監査請求をしたが、大東市監査委員から同監査請求を棄却する旨の通
　知を受けたため、同12月18日に本件訴えを提起した。
④第一審（現審）判決
　　第一審判決は、行政内部の規範にすぎない本件要綱に基づく本件退職慰労金の支給は地方自
　治法の定める給与条例主義に違反するもので違法であり、大東市は本件退職慰労金支給相当額
　の損害を被った。よって、市長には故意または過失があるから損害賠償責任を負い、また、他
　の関係職員3人は故意または重大な過失があるから地方自治法第243条の2第1項所定の賠償
　責任を負うとして、上告人の請求を一部認容した。
　　なお、大東市は、第一審口頭弁論終結前である2008年3月31日、本件要綱およびこれに基づ
　く非常勤職員に対する退職慰労金制度を廃止した。
⑤損害賠償請求権の放棄決議
　　被上告人が第一審判決を不服として控訴したところ、市議会は、原審口頭弁論終結前である
　2008年12月22日、4名の市議会議員から、第一審判決が、その成立を認めた本件退職慰労金に
　係る大東市の市長等に対する損害賠償請求権につき地方自治法第96条第1項第10号の規定に基
　づいて権利の放棄を行う旨の議案の提出を受け、同日、これを可決する議決をした。
　　なお、上記第1項は、地方議会の議決事項（限定列挙「法定議決事項」）を定めている。そし
　て、そのうちのひとつである第10号の規定は「法律若しくはこれに基づく政令又は条例に特別
　の定めがある場合を除くほか、権利を放棄すること」を地方議会の議決とすることができるこ
　ととされている。
⑥　原審の判断
　　最高裁によると、原審（第一審、最高裁の使用用語）は、上記事実関係等の下において、本
　件退職慰労金の支給に係る違法性の有無や市長らの故意または過失の有無などについて判断す
　ることなく、要旨、次のとおり判断し、大東市が市長らに対して本件退職慰労金相当額の損害
　賠償請求権を取得していたとしても、当該請求権は本件議決によって消滅したとして、大東市
　長らに対する損害賠償請求および賠償命令を求める上告人の請求を棄却すべきものとした。
一87一判例研究一「公金支出と首長の請求権放棄」の判断について
　ここで最高裁が示す「原審の判断の要点」は、以下の点にある。
ア）地方自治法が「権利の放棄」を地方議会の議決事項としたことは住民の意思を、その代表
　者を通じて直接反映させる趣旨を含むと解されるから「権利放棄の議決」は、その長の執行
　行為を経ることなく、その効力を生ずるものと解される。
イ）地方自治法は、法律、政令または条例に特別の定めがある場合を除いて、広く一般的に普
　通地方公共団体の権利の放棄について議会の議決によるべきものと定めているが、退職慰労
　金の支給の違法を原因とする損害賠償請求権の放棄については、法律、政令または条例に何
　ら特別の定めは設けられていない。その放棄の可否は、発生原因、放棄による影響もしくは
効果等を総合的に考慮して、合理的判断に委ねられていることから本件議決は適法である。
　なお、ここでは、市議会が権利の放棄に係る「発生原因、放棄による影響もしくは効果等」を総
合的に検討したその内容並びに結果については示されていないので、市議会が議決した「大東市の
損害賠償請求権の放棄」その自体の合理性、妥当性、公平性等について、第三者の視点で評価、判
断することはできない。また、ここで取り上げられている非常勤職員の学歴、年齢、経験、特殊技能
の有無、勤続年数、勤務態度、性別など一切示されていないので、この観点からの相対的評価もで
きない。
2　最高裁の判断
（1）原審判決の否定
　最高裁は、上記の原審の判断に対して「原審の上記判断は是認することができない。」と、その理
由（要点）を、以下のように示している。
　地方自治法が地方議会の議決事項として権利の放棄を規定している趣旨は、その議会による慎
重な審議を経ることにより執行機関による専断を排除することにあるものと解されるところ、普
通地方公共団体による債権の放棄は、条例による場合を除いては、同法第149条第6号（長の担任
事務「財産を取得し、管理し、及び処分すること。」）所定の財産の処分として、その長の担任事
務に含まれるとともに、債権者の一方的な行為のみによって債権を消滅させるという点において
債務の免除の法的性質を有するものと解される。したがって、債権の放棄は、条例による場合を
除き、その議会が債権の放棄の議決をしただけでは放棄の効力は生ぜず、その長による「執行行
為としての放棄の意思表示」を要するものというべきである。
　原審では、権利放棄の議決は、その長の執行行為を経ることなく効力を生ずるものと解されると
していた。その点が大きく異なるところであるが、さらに、最高裁では「原審は、本件議決に係る権
利の放棄に関し，上記のとおりその効力が生ずるのに必要な市長による執行行為としての放棄の意
思表示の有無について何ら審理判断していない。」と指摘している。また、つぎのように「解釈適用
の違法性」（要点）を問題視している。
原審は、本件訴訟の係属中に、その請求に係る市長らに対する損害賠償請求権を放棄する旨の
会計論叢第8号 一88一
本件議決がされたという事実関係の下において、諸般の事情の総合考慮による判断枠組みを採る
ことなく、上記諸般の事情のうち、本件議決の存在について認定判断するのみで、本件退職慰労
金の支給に係る違法事由の有無および市長らの故意または過失等の帰責性の有無を始め、本件退
職慰労金の支給の性質、内容および本件議決の趣旨および経緯、当該請求権の放棄また本件訴訟
の経緯、事後の状況などの考慮されるべき事情について何ら検討をしていない。したがって、こ
れらの考慮されるべき事情について審理を尽くすことなく、原審摘示の事情のみを理由に直ちに
市長らに対する損害賠償請求権の放棄に係る本件議決が適法であるとした原審の判断には、審理
不尽の結果、法令の解釈適用を誤った違法がある。
（2）結審・差し戻し
　最高裁は、上記のような検討の結果「原審の判断には判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の
違反がある。」とし、かつ、「論旨はこの趣旨をいうものとして理由があり、原判決中上告人の請求
を棄却した部分は破棄を免れない。そして、市長による放棄の意思表示の有無並びに上記において
説示した考慮されるべき事情について審理を尽くさせるため，上記の部分について本件を原審に差
し戻すこととする。」という結審にいたっている。
　なお、「上告人は、原判決のうち非常勤職員に対する本件退職慰労金の支出の差し止めを求める訴
えを却下した部分に関する上告については上告受理申立ての理由を記載した書面を提出しないか
ら、この部分に関する上告は却下することとする。」との判断を示している。
　これら一連の訴訟判決において、普通地方公共団体が執行している行政事務において、派遣の必
要性、派遣先団体の収支構造、当該団体が行っている各種サービスの効用性、住民の満足度など諸
種の視点から評価が必要である。現状、補助行政の有効性が不透明で、新聞等にムリ、ムダ、ムチャ
な事例が報道されるたびに、住民の反感を買っている。とくに、これらの事項は抽象的なものである
から、たとえば、公的事業団体としても、病院事業、交通事業、港湾事業、学校事業、上・下水道
事業など数多くある事業においては、今後、ますます厳しくなってくる少子高齢化時代において、
その重要性が高まっている。とくに、全国的に過疎地域が広まっていくこの時代において、これらの
事業並びにその関係団体の事業廃止の判断は難しく、効果的かつ効率的な事業運営が求められてい
　　　かなめる。その要は、「有用な情報の公開」であり、地域住民の理解である。国も地方も、より有効な情報
を、国民もしくは住民に向けて提供していくことが求められている。
　補助行政においては、業務を委託している各関係団体に、高度な技能、豊富な知識・経験などが
求められてくることから、人材不足を補充する意味で、職員の派遣が必要とされるケースは、多々、
あると思われる。そのような場合、職員等の派遣と経済的支援の関係の透明性（財務情報関係）およ
び公平性（競合他団体との関係）など基本的要請に応えていく必要がある。
（3）補足説明
　この判決においても、裁判長裁判官の補足説明（要点）があった。その内容は、次のとおりであ
る。
①住民訴訟の制度的意義について
　　　住民訴訟制度は、普通地方公共団体の「財務会計行為の適正さ」を確保するために住民の関
　　与を認めた制度であるが、地方公共団体の長などの執行機関に対しては、その故意または過失
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　により行われた違法な財務会計行為と相当因果関係のある地方公共団体の損害につき、個人責
　任を負わせることとし、そのことにより財務会計行為の適正さを確保しようとするものである。
　　国家賠償法においては、個人責任を負わせる範囲について、公権力の行使に当たる公務員が
　故意または重大な過失のあった場合に限定しているのと比べ、住民訴訟においては、個人責任
　を負う範囲を狭めてはおらず、その点が制度の特質となっている。
②損害賠償と負担能力の限界について
　　住民訴訟制度が設けられた当時は、財務会計行為および会計法規は、その適法・違法が容易
　にかつ明確に判断し得るものであると想定されていたが、その状況は、今日一変しており、「適
　法性の判断」が容易でない場合も多くなってきている。一度ミスや法令解釈の誤りがあると、
　相当因果関係が認められる限り、首長の給与や退職金をはるかに凌駕する損害賠償義務を負わ
　せることとしているこの制度の意義についての説明は、困難であり、それとは異なる次元のも
　のといわざるを得ない。
③違法行為と損害賠償について
　　現行の住民訴訟は、．不法行為法の法理を前提にして、違法行為と相当因果関係がある損害の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いかく　全てを個人に賠償させることにしている。そのことが心理的に大きな威嚇となり、地方公共団
　体の財務の適正化が図られるという点で成果が上がることが期待される一方、場合によっては、
　個人が処理できる範囲を超えた「過大で過酷な負担」を負わせる等の場面が生じているところ
　である。
　　地方議会が，住民訴訟制度のこのような点を考慮し、事案の内容等を踏まえ、事後に個人責
　任を追及する方法・限度等について必要な範囲にとどめるため、個人に対して地方公共団体が
　有する権利（損害賠償請求権等）の放棄等の議決がされることが近時多く見られるのも、この
　ような住民訴訟がもたらす状況を踏まえた議会なりの対処の仕方なのであろう。そして、この
　ような議決がされるに当たっては、その当否はもちろん、適否の実体的判断についても、議決
　機関である「地方議会の裁量」に基本的に委ねられているものである。そして、このような議
　会の議決の裁量権の範囲、適否については、対象となる権利・請求権が住民訴訟の対象となっ
　ている。
　　しかし、権利の放棄の議決が、主として住民訴訟制度における地方公共団体の財務会計行為
　の適否等の審査を回避し、制度の機能を否定する目的でされたと認められるような例外的な場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぼっきゃく　合には、そのような議会の裁量権の行使は、住民訴訟制度の趣旨を没却するものであり、その
　ことだけで裁量権の逸脱・濫用となり、放棄等の議決は違法となるものといえよう。
④法廷意見について
　　法廷意見は、このような例外的な場合は、別にして、一般に権利放棄の議決がされる場合、
　議会の裁量権行使に際して考慮すべき事情あるいは考慮することができる事情を示し、「議会
　の裁量権の逸脱・濫用」の有無に関しての司法判断の枠組みの全体像を示したものであり、議
　会としては、基本的にはその裁量事項であっても、単なる政治的・党派的判断ないし温情的判
　断のみで処理することなく、その逸脱・濫用とならないように、本件の法廷意見が指摘した司
　法判断の枠組みにおいて考慮されるべき諸事情を十分に踏まえ、事案に即した慎重な対応が求
　められる。
これら一連の判決は、半数が差し戻しとなっているケースを見ると、結果として、最高裁の意向
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に従った判決となると思われる。その行方は、市側の勝訴となり、市長等並びに議会の議決の有効
となり、結果として議会等の慎重な審議を促がす方向には進んでいくことにはならず、住民負担の
軽減（経済的な行政執行）とはならないのではないかと危惧する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（稿了日　2012．7．15）
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